
（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 固定負債
有形固定資産 地方債
事業用資産 長期未払金
土地 退職手当引当金
立木竹 損失補償等引当金
建物 その他
建物減価償却累計額 流動負債
工作物 1年内償還予定地方債
工作物減価償却累計額 未払金
船舶 未払費用
船舶減価償却累計額 前受金
浮標等 前受収益
浮標等減価償却累計額 賞与等引当金
航空機 預り金
航空機減価償却累計額 その他
その他
その他減価償却累計額 【純資産の部】
建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）
土地
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定

物品
物品減価償却累計額

無形固定資産
ソフトウェア
その他

投資その他の資産
投資及び出資金
有価証券
出資金
その他

投資損失引当金
長期延滞債権
長期貸付金
基金
減債基金
その他

その他
徴収不能引当金

流動資産
現金預金
未収金
短期貸付金
基金
財政調整基金
減債基金

棚卸資産
その他

徴収不能引当金

37,197,997 21,752,611
33,008,278 17,797,291

【様式第１号】

一般会計等貸借対照表
（平成２９年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

40,744,896 123,713
-22,332,847 2,377,710
4,671,596 1,965,406

23,541,857
4,280,278 3,831,607

198,036
146,084

-3,850,708

28,642 38,107,494
8,640,003 -23,496,921
147,216

68,183
負債合計 24,130,320

-33,258,554

380,189
-197,858
41,247,593

6,003
5,944
59

321,417
3,004,734
-2,178,317

-306,056

180,554
2,968,058
453,130

4,183,716
1,040,401
246,961
59,275
734,165

201,007

資産合計 負債及び純資産合計 38,740,893

882,369

8,605

38,740,893

295,565

純資産合計 14,610,573-744

263,302
66,671
27,128
882,369

2,514,928
122,820

1,542,896
-23,067



（単位：千円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

【様式第２号】

一般会計等行政コスト計算書
自　平成２８年　４月　１日
至　平成２９年　３月３１日

科目 金額

17,150,528

10,030,243

3,192,777

2,442,294

198,036

156,165

396,282

6,545,966

4,709,037

350,177

1,486,752

311,869

291,501

177,679

23,811

90,010

7,120,285

4,188,059

2,162,498

762,875

6,853

776,400

464,530

923

923

16,411,064

16,374,129

37,858

37,858



(単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 37,623,488 -24,083,326

純行政コスト（△） -16,411,064

財源 17,477,838

税収等 13,934,221

国県等補助金 3,543,618

本年度差額 1,066,774

固定資産等の変動（内部変動） 480,369 -480,369

有形固定資産等の増加 1,242,211 -1,242,211

有形固定資産等の減少 -1,580,638 1,580,638

貸付金・基金等の増加 1,939,617 -1,939,617

貸付金・基金等の減少 -1,120,822 1,120,822

資産評価差額 -780

無償所管換等 4,417

その他

本年度純資産変動額 484,006 586,405

本年度末純資産残高 38,107,494 -23,496,921

1,066,774

【様式第３号】

一般会計等純資産変動計算書
自　　平成２８年　４月　１日

至　　平成２９年　３月３１日

科目 合計

13,540,162

-16,411,064

17,477,838

13,934,221

3,543,618

4,417

1,070,411

14,610,573

-780



（単位：千円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
他会計への繰出支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】
投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】
財務活動支出
地方債償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債発行収入
その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高

177,679

【様式第４号】

一般会計等資金収支計算書
自　　平成２８年　４月　１日

至　　平成２９年　３月３１日

科目 金額

15,423,435
8,303,150
3,034,979
5,059,214

31,278
7,120,285
4,188,059
2,162,498
762,875
6,853

17,829,337
13,914,993
3,157,446
455,137
301,761

2,979,156

2,405,901

本年度資金収支額 -24,154

798,333
281,145
3,900

2,170,607

-1,509,607

-920,448

2,125,684
44,923

1,250,159
1,250,159

386,171

1,043,528

146,794
-711

146,084

1,677,280
2,423
255,926

1,469,549

263,302

前年度末資金残高 141,373
本年度末資金残高 117,219
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注  記 

 

1 重要な会計方針 

 

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

  ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

 ア 昭和 59 年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価 

    ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

  イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

    取得原価が判明しているもの････････････････取得原価        

 取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

  ② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

    ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 

⑵ 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価 

 ② 出資金 

     市場価格のないもの･･････････････････････出資金額  

 

⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

販売用土地・・・地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則第 4 条第 2 項各号に掲げる   

方法 

 

⑷ 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

     なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

      建物       15 年～50 年 

      工作物      10 年～60 年 

      物品       ２ 年～18 年 

  ② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 
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③ リース資産･ 

   所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリース取引

及びリース契約１件あたりのリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除

きます。） 

･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

 ⑸ 引当金の計上基準及び算定方法 

  ① 投資損失引当金 

    市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価額

が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。 

② 徴収不能引当金 

    未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。長

期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上していま

す。 

  ③ 退職手当引当金 

    退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対して退職手当として

支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち根室市へ按分され

る額を加算した額を控除した額を計上しています。 

⑤ 賞与等引当金 

    翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に

ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

⑹ リース取引の処理方法 

  ① ファイナンス・リース取引 

   ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1 年以内のリース取引及びリース料総

額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

     通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

   イ ア以外のファイナンス・リース取引 

 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

  ② オペレーティング・リース取引 

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

⑺ 資金収支計算書における資金の範囲 

   現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含みま

す。 
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⑻ その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

    消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

② 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が 100 万円（美術品は 300 万円）以上の場合に資産と

して計上しています。 

ソフトウェアについても、物品の取扱いに準じます。 

③ 資本的支出と修繕費の区分基準 

資本的支出と修繕費の区分基準については、原則として、法人税法基本通達第 7 章第 8 節によ

っています。 

 

 

2 重要な会計方針の変更等 

 

⑴ 会計方針の変更 

 該当する事項はありません。 

   

⑵ 表示方法の変更 

 該当する事項はありません。 

 

⑶ 資金収支計算書における資金の範囲の変更 

 該当する事項はありません。 

 

 

3 重要な後発事象 

 

 ⑴ 主要な業務の改廃 

 該当する事項はありません。 

 

⑵ 組織・機構の大幅な変更 

 該当する事項はありません。 

 

⑶ 地方財政制度の大幅な改正 

 該当する事項はありません。 

 

⑷ 重大な災害等の発生 

 該当する事項はありません。 
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4 偶発債務 

 

 ⑴ 保証債務及び損失補償債務負担の状況 

該当する事項はありません。 

⑵ 係争中の訴訟等 

  該当する事項はありません。 

 

 

5 追加情報 

 

⑴ 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

   一般会計 

   流通加工センター汚水処理事業特別会計 

   農業用水事業特別会計 

② 地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期

間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

③ 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

④ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりです。 

  実質赤字比率      - ％ 

  連結実質赤字比率    - ％ 

  実質公債費比率    9.4％ 

   将来負担比率    66.6％ 

⑤ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額   20,746 千円 

⑥ 繰越事業に係る将来の支出予定額             791,059 千円 

 

 

   

⑵ 貸借対照表に係る事項 

① 売却可能資産の範囲の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

   ア 範囲 

    売却予定とされている公共資産 

   イ 内訳 

    該当資産はありません。 

 

  ② 減債基金に係る積立不足額   

積立不足はありません。 
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③ 基金借入金（繰替運用） 

   土地開発基金         1,000,000 千円    

   公共施設等維持補修基金     68,286 千円 

 ④ 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含

まれることが見込まれる金額  12,276,206 千円 

⑤ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおりで

す。 

    標準財政規模                      9,511,691 千円 

    元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額    1,599,439 千円 

    将来負担額                       27,770,085 千円 

    充当可能基金額                     4,084,725 千円 

    特定財源見込額                     3,899,164 千円 

    地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額      14,513,197 千円 

⑥ 管理者と所有者が異なる指定区間外の国道や指定区間の一級河川等及び表示登記が行われてい

ない法定外公共物には国直轄事業により整備した国有港湾施設等の工作物があります。なお、当

該資産は貸借対照表の資産に計上されません。 

   

 

⑶ 純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 

② 余剰分（不足分） 

 純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

⑷ 資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支  1,073,973 千円 

② 既存の決算情報との関連性                       

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 20,624,093 千円 20,507,605 千円 

財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う

差額 
86,723 千円 87,371 千円 

会計間の取引相殺消去額 21,778 千円 21,778 千円 

繰越金に伴う差額 139,993 千円 ‐ 千円 

資金収支計算書 20,549,044 千円 20,573,198 千円 

  地方自治法第 233 条第 1 項に基づく歳入歳出決算書は「一般会計」を対象範囲としているのに

対し、資金収支計算書は「一般会計等」を対象としているため、歳入歳出決算書と資金収支計算

書は一般会計等に含まれる特別会計の分だけ相違します。 
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  ③ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

   資金収支計算書 

業務活動収支                                          2,405,901  千円 

 投資活動収入の国県等の補助金収入                                  386,171 千円 

減価償却費                                    △1,486,751  千円 

資産除売却損                            △37,858  千円 

資産売却益                                922  千円 

長期延滞債権の増加額                                            5,171  千円 

    その他（投資その他の資産）の減少額                 △40,627  千円 

    未収金の減少額                                             △4,268  千円 

    その他（流動資産）の減少額                     △3,456  千円 

    徴収不能引当金の増減額                         △633  千円 

    退職手当引当金の増加額                      △156,165  千円 

賞与等引当金の増加額                        △1,632  千円               

   純資産変動計算書の本年度差額                             △1,066,773  千円 

 

④ 一時借入金 

  資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

  なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。 

一時借入金の限度額        3,500,000   千円 

   一時借入金に係る利子額          443  千円 

⑤ 重要な非資金取引 

     新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額   154,343 千円 

     無償譲渡による固定資産の取得                    4,416 千円     

 

 

以上 
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